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前橋市長から工事監査の結果に対する措置について通知がありましたので、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、別紙のとお

り公表します。  

平成３０年１月１２日  

 

前橋市監査委員  福 田 清 和      

   同     田 村 盛 好      

   同     宮 田 和 夫      

   同     横 山 勝 彦      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水道局工事監査結果に係る措置通知書 
 

                                                                措置日 平成２９年１１月３０日 
 
 

監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 

要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：水道整備課】 

 

１ 建設工事の通知について（指摘事項） 

元総社地区・本庁管内 配水管更正工事（施

替第７号）において、特定建設資材を用いた

請負代金の額が 500 万円以上の土木工事であ

るにもかかわらず、建設工事に係る資材の再

資源化等に関する法律第１０条第１項及び第

１１条の規定に基づく都道府県知事への通知

がされていなかった。 

この通知については、同法施行令第８条第

１項で都道府県知事の権限に属する事務であ

って、建築主事を置く市町村の区域内におい

て施工される対象建設工事に係るもののう

ち、知事への通知の受理に関する事務につい

ては、当該市町村の長が行うこととすると規

定されており、本市にあっては、市長にその

旨の通知をする必要があることから、法令に

のっとり適正な事務処理を行うように改善さ

れたい。 

 

２ 作業主任者の選任及び氏名等の周知につい

て（指摘事項） 

南橘地区 水管橋塗替塗装工事（配維第２

号）において、足場の高さが 5.4ｍとなる枠

組足場を設置するに当たり、請負者は足場の

組立て作業の従事責任者が組立て等作業主任

者の有資格者であることを事前に確認してい

たものの、作業主任者を選任しておらず、作

業主任者の氏名等の周知もされていなかっ

た。 

労働安全衛生法第１４条及び労働安全衛生

規則第１８条では、事業者は、高さが 5ｍ以

上の構造の足場の組立て、解体又は変更の作

業を行う場合は作業主任者を選任し、その者

に当該作業に従事する労働者の指揮等を行わ

せるとともに、当該作業主任者の氏名及びそ

の者に行わせる事項を作業場の見やすい箇所

に掲示する等により関係労働者に周知させな

ければならないと規定されていることから、

請負者に対する安全管理の指導徹底を図るよ

うに改善されたい。 

 
 

 

 

 

建設工事の通知については、建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律に基づき、

市長に通知する必要があることから、課内で

工事担当者研修を実施し、適正な事務処理を

行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業主任者の選任及び氏名等の周知につい

ては、労働安全衛生法及び労働安全衛生規則

に基づき、高さが 5ｍ以上の構造となる足場

の組立て、解体又は変更の作業を行う場合は、

作業主任者を選任するとともに、当該作業主

任者の氏名及び実施する事項を作業場に掲示

し、関係労働者への周知を図ることなど請負

者に対する指導を徹底することとした。更に

監督員による作業現場での実施状況の確認を

励行することとした。 
 

 



監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

 

３ 特定建設資材廃棄物の処理に関する変更契

約について（指摘事項） 

元総社地区・本庁管内 配水管更正工事（施

替第７号）において、特定建設資材廃棄物で

あるコンクリート塊を処分するに当たり、建

設工事請負契約書に添付の解体工事に要する

費用等に記述された特定建設資材廃棄物の種

類以外の廃棄物を処理施設に運搬し、処理し

たにもかかわらず、工事請負変更契約書を取

り交わしていなかった。 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律第１３条第２項では、対象建設工事の請

負契約の当事者は、請負契約書に記載された

事項に該当するものを変更するときは、その

変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押

印をして相互に交付しなければならないと規

定されていることから、同法律にのっとり変

更契約を締結するように改善されたい。 

 

 

 

 

特定建設資材廃棄物の処理に関する変更

契約については、工期途中で建設工事請負契

約書に記述した種類以外の特定建設資材廃

棄物を処理する必要が生じた場合は、請負者

からその変更の内容を書面で提出させ、協議

を行った上で、変更契約を締結し、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律に基

づく適正な契約の履行を徹底することとし

た。 

 



水道局工事監査結果に係る措置通知書 
 

                                                               措置日 平成２９年１１月３０日 
 
 

監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：浄水課】 

 

１ 建設工事の通知について（指摘事項） 

簡易水道再編推進事業 大洞浄水場 水源

地改修工事（拡統第１号）ほか２工事におい

て、特定建設資材を用いた請負代金の額が 

500 万円以上の土木工事であるにもかかわら

ず、建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律第１０条第１項及び第１１条の規定に

基づく都道府県知事への通知がされていなか

った。 

この通知については、同法施行令第８条第

１項で都道府県知事の権限に属する事務であ

って、建築主事を置く市町村の区域内におい

て施工される対象建設工事に係るもののう

ち、知事への通知の受理に関する事務につい

ては、当該市町村の長が行うこととすると規

定されており、本市にあっては、市長にその

旨の通知をする必要があることから、法令に

のっとり適正な事務処理を行うように改善さ

れたい。 

 

２ 建設副産物の処理について（要望事項） 

田口浄水場 配水池内部防水工事（施浄第

１９号）において、配水池内の下地処理やひ

び割れ部分の補修時に発生するコンクリート

くずについては、中間処理許可業者へ持ち込

み再資源化等を促進すると施工条件に明示し

ているものの、発生量が少量であることから、

処理に要する費用を計上せず、撤去後の処理

に関する明確な指示も行っていなかった。 

国土交通省の定める建設副産物適正処理推

進要綱では、建設副産物の処理における発注

者の責務と役割として、適切な費用を負担す

るとともに、実施に関しての明確な指示を行

うこと等を通じ、建設廃棄物の再資源化等及

び適正な処理の促進に努めなければならない

と規定されていることから、少量であっても、

建設副産物の発生が見込まれる場合は、適切

な費用を計上するとともに、撤去後の処理に

関する明確な指示を行うように検討された

い。 
 

 

 

 

 

建設工事の通知については、建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律に基づき、

市長に通知する必要があることから、課内で

工事担当者研修を実施し、適正な事務処理を

行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設副産物の処理については、建設副産物

適正処理推進要綱に基づき、建設副産物の発

生が見込まれる場合は、処理に要する費用を

計上積算するとともに、撤去後の処理に関す

る必要な指示事項を施工条件に明示すること

とした。 

 

 

 

 

 
 

   



教育委員会事務局工事監査結果に係る措置通知書 
 

                                                                 措置日 平成２９年１２月７日 
 
 

監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 

要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：教育施設課】 
 

１ 建設工事の通知について（指摘事項） 

上川淵小学校校舎増築建築ほか工事、桂萱

小学校プール改築建築工事において、特定建

設資材を用いた延べ面積が 80 ㎡以上の建築

物の解体工事、又は請負代金の額が 500 万円

以上の建築物以外の工作物の工事であるにも

かかわらず、建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律第１０条第１項及び第１１条

の規定に基づく都道府県知事への通知がされ

ていなかった。 

この通知については、同法施行令第８条第

１項で都道府県知事の権限に属する事務であ

って、建築主事を置く市町村の区域内におい

て施工される対象建設工事に係るもののう

ち、知事への通知の受理に関する事務につい

ては、当該市町村の長が行うこととすると規

定されており、本市にあっては、市長にその

旨の通知をする必要があることから、法令に

のっとり適正な事務処理を行うように改善さ

れたい。 

 

２ 保険証券等の提示について（指摘事項） 

上川淵小学校校舎大規模改造電気設備工事

（第一期）において、現場説明書並びに建設

工事請負契約約款第５１条第１項及び第２項

で建設工事保険に付すことを求め、また、建

設工事保険を締結したときは、その保険に係

る証券の写し又はこれに代わるものを直ちに

発注者へ提示しなければならないと定めてい

るにもかかわらず、提示がされていなかった。 

請負者は、請負契約に基づく工事の施工で

生じた損害を填補するために火災保険、建設

工事保険その他の保険に付さなければならな

く、付した保険証券の写しを提示義務の対象

としているものであるため、現場説明書及び

契約約款にのっとり契約履行を行うように改

善されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

建設工事の通知については、建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律に基づき、

市長に通知する必要があることから、課内で

工事担当者研修を実施し、適正な事務処理を

行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  保険証券等の提示については、あらかじめ

保険内容の把握を行うことが重要であること

から、課内で工事担当者研修を実施し、現場

説明書及び建設工事請負契約約款に基づき、

請負者に対し火災保険、建設工事保険への加

入と加入した保険証券等の写しの提出を直ち

に行わせることを徹底することとした。 

 



監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

 

３ 落雪による事故防止対策について（要望事

項） 

桃井小学校校舎ほか改築建築工事におい

て、放課後児童クラブ棟の屋根が金属板葺き

の勾配屋根となっているが、雪止め等が計画

されておらず、降雪時の落雪、落氷による事

故の防止、防護策が講じられていなかった。 

建物からの落下物や飛散物による事故に対

しては、民法第７１７条で定める工作物等の

占有者及び所有者の責任や国家賠償法第２条

で定める公の営造物の設置又は管理に関する

責任を問われることもあり、落雪、落氷など

による事故を防ぐため、安全を確保する上で

必要、かつ適切な事故防止、防護策を講じら

れたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  桃井小学校校舎ほか改築建築工事におい

て、校舎及び体育館棟については、落雪に伴

う建物周辺への影響や危険性を考慮し、屋根

に雪止めを設置している。 

  放課後児童クラブ棟については、設計時に

おいて、平家建てであること、また、植栽帯

への落雪となるため危険性が少ないものとし

て雪止めを設置しない計画であったが、建物

の周囲を児童等が通行することも想定し、施

設の安全対策に万全を期するため、屋根に雪

止めを設置することとした。 
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